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〇原産地証明書の提出 
(モンゴル協定第３・15条１、関税法第68条、関税法施行令第61条第４項) 

– 輸入申告の際に提出しなければならない

〇以下の場合には、提出を要しない。 
 (モンゴル協定第３・15条２、関税法第68条、関税法施行令第４条の12第２項第５号、第61条第１項第２号イ、
第83条第３項) 

– 課税価額の総額が一定の金額以下の輸入
 ＊日本への輸入の場合は20万円以下の貨物、モンゴルの場合は、協定上少なくとも1500米ドル以下の場合 

– 輸入国が義務を免除する貨物
＊日本の場合、AEO事業者に係る特例申告貨物については原産地証明書の提出に代えて保存 

〇一般特恵関税制度（ＧＳＰ）とモンゴルＥＰＡとの関係

モンゴルは一般特恵関税制度（ＧＳＰ）の受益国であるが、協定発効日以後は、モン
ゴルＥＰＡ税率≦一般特恵税率である場合、一般特恵税率は適用できず、モンゴル
ＥＰＡ税率を利用する必要がある。

（関税暫定措置法施行令第25条第２項第７号） 

－  ＧＳＰ用のＦｏｒｍＡではなく、モンゴル協定で定められた原産地証明書の提出が必要 

（参考）税関ホームページ「一般特恵税率の適用が可能な品目」 
http://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/seido tetsuduki/tokkei.htm 

２．輸入通関時の留意点

原産地証明書の提出義務
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• HS番号の表記：HS2012に従う 
            (モンゴル協定附属書２(品目別規則)、モンゴル運用上の手続規則第１規則２） 

• 発給機関  ：モンゴル商工会議所  
            (モンゴル運用上の手続規則第８規則4) 

• 記入言語  ：英語  
            （モンゴル協定第３・16条５、モンゴル運用上の手続規則第１規則１） 

• 提出時期  ：輸入申告時（ただし、災害その他やむを得ない理由がある  

         場合、許可前引取りを行う場合には、提出を猶予）  
                        (関税法施行令第61条第４項） 

• 有効期間  ：発給された日から１年間 
                       （モンゴル協定第３・16条７、関税法施行令第61条第５項）  

• 対象となる輸入：１回限り  

            (モンゴル協定第３・16条７) 

• 発給後の修正：修正、追記箇所に、発給機関の印影又は署名がある場合は 

         受理 
                        (モンゴル運用上の手続規則第４規則２) 

３．原産地証明書に係る留意点 
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